政府規制等と競争政策に関する研究会報告書（案）に対して提出された意見の概要及び意見に対する考え方

1 総論
	主な意見（概要）
	考え方

	○　報告書（案）の結論を全面的に支持する。特に次の点において支持するものである。

　①　報告書（案）にあるとおり，ＩＡＴＡ運賃協定を独占禁止法の適用除外としておくことは，日本の航空会社が，新たな環境の下で積極的な国際展開を図る上で，悪影響をもたらすものである。

　②　国際的な経験則は，市場の混乱なしにＩＡＴＡ運賃を廃止することが可能であること及び競争の促進が航空会社と消費者に恩恵をもたらすことを示している。

　③　報告書（案）にあるとおり，ＩＡＴＡ運賃協定は，ＩＡＴＡのインタ
ーライニングとは関係がないものである。
　④　報告書（案）にあるとおり，二国間航空協定上に，指定航空企業間合意に関する規定があったとしても，これは，事前に航空会社間で，個別運賃についての合意をしなければならないことを意味しているものではない。
【欧州ビジネス協会】
	

	○　報告書（案）は，近年における世界的な航空市場の動向を的確にとらえ，我が国における独占禁止法の適用除外制度の在るべき方向を正しく述べたものとして評価される。ただし，「公益的必要性のある協約又はその予備行為」については，関係者の具体的な申請に基づいて，個別的に審査の上，適用除外を認めることが望ましい。
【個人（有識者）】
	○　意見は，現行の独占禁止法の適用除外制度の対象となっていないような協約及びその予備行為について，法的安定性を確保するという観点から，これらを確認的に独占禁止法の適用除外とする制度を設けることを提言しているものと理解される。しかしながら，独占禁止法の適用除外制度は，自由経済の下ではあくまでも例外的な制度であるとの観点から，政府全体の方針として，撤廃・縮小の対象としてきたところである。この過程で，確認的な適用除外制度についてもできるだけ撤廃して独占禁止法を適用し，競争の実質的制限という要件の下で，個別にその適否を判断するというスキームへと移行してきたところである。

○　適用除外協定を実施する過程で価格協定等の悪質な違法行為が行われることがある。確認的といえども適用除外制度を置くと，公正取引委員会が独占禁止法上の権限を行使して調査することが困難となり，前記のような実態を把握しにくくなる。

○　仮に，特定の事業者団体又は事業者が，公益的必要性のある協約の締結及びその予備行為について独占禁止法上の懸念を有している場合には，公正取引委員会に事前に相談し，その上で公正取引委員会が個別に判断すべきものである。

	○　政府規制等と競争政策に関する研究会は，近年の欧米における競争法の適用除外制度見直しの動きを主な理由として今般検討を行っているが，欧米とアジアとでは，国際航空に関する市場環境や航空行政などの面で異なっており，アジアの地域特性を考慮した検討がなされるべきである。
【日本航空インターナショナル，日本経済団体連合会】
○　報告書（案）は，誤解に基づくものと思われ，我が国にとどまらず，アジア太平洋地域の観光にも重大な影響を与えるおそれがあり，更なる慎重な検討が必要である。

【太平洋アジア観光協会】


	○　本研究会は，諸外国において競争法適用除外を見直す動きがあることを契機として検討を開始したものである。しかし，本研究会では，他国の制度に日本の制度を合わせるという観点から検討を行っているものではなく，適用除外制度は自由経済の下ではあくまでも例外的な制度であるという原則に立ち帰り，国際航空協定ごとに，独占禁止法の適用除外を維持することが，安定的かつ効率的な国際輸送ネットワークを維持・確保する上で必要なのかを検討している。

○　ＥＵ及び豪州は，競争法の適用除外制度を特定路線に限定して撤廃することとしたものではなく，アジアを含む全地域との間の路線すべてについて撤廃することとしたものである。したがって，我が国を始めとするアジア地域の航空会社は，地域特性のいかんにかかわらず，これらの競争法の適用に備えなければならないものである。

○　報告書（案）は，シンガポール，台湾，マレーシア，韓国，インドネシアなどのアジア諸国・地域が，既に米国とのオープンスカイ協定を締結している状況など地域特性を具体的に考慮した上で，検討を行っているものである。

	○　米国，欧州及び豪州において，ＩＡＴＡ協定への競争法適用除外を見直すとの外面的な状況のみで，我が国でも同じ動きを行うのは理解できない。欧州，米国及び豪州では，インフラ環境が整備された成熟した路線のみに限定し，競争法の適用除外制度の見直しを行っている。我が国を含めアジア諸国では，必ずしもインフラ環境が整備されておらず，成熟していない。アジア諸国及びこれらの事情に詳しい米国等とも十分調整の上，インフラ環境等の整備を進め，その後に改めて検討を行うのが適当である。

【太平洋アジア観光協会】
	○　本研究会は，諸外国において競争法適用除外を見直す動きがあることを契機として検討を開始したものである。しかし，本研究会では，他国の制度に日本の制度を合わせるという観点から検討を行っているものではなく，適用除外制度は自由経済の下ではあくまでも例外的な制度であるという原則に立ち帰り，国際航空協定ごとに，独占禁止法の適用除外を維持することが，安定的かつ効率的な国際輸送ネットワークを維持・確保する上で必要なのかを検討している。

○　ＥＵ及び豪州は，競争法の適用除外制度を特定路線に限定して撤廃することとしたものではなく，アジアを含む全地域との間の路線すべてについて撤廃することとしたものである。したがって，我が国を始めとするアジア地域の航空会社は，地域特性のいかんにかかわらず，これらの競争法の適用に備えなければならないものである。

○　ＤＯＴが，米国とＥＵ及び豪州とを結ぶ路線以外の路線について，ＩＡＴＡ運賃協定の反トラスト法の適用除外を継続しているのは，路線の成熟度合いやインフラ整備の程度をその理由としているものではなく，単に，外交上の配慮からである。
○　米国は，日本政府に対して，国際航空協定に関する独占禁止法の適用除外制度を見直すよう要望している。


2 各論
(1) ＩＡＴＡ運賃協定について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　欧州委員会，ＤＯＴ及びＡＣＣＣにおける検討においては，インターライニングがもたらす公衆の便益を十二分に踏まえて結論に至ったものである。しかしながら，報告書（案）では，インターライニングについて，正しく評価しておらず，むしろ誤解しているとも考えられる。

【太平洋アジア観光協会】


	○　欧州委員会は，ＩＡＴＡのインターライニングによって一定の利便性がもたらされる可能性について検討したものの，最終的には，ＩＡＴＡのインターライニングの必要性についてＩＡＴＡから十分な説明がなされなかったと判断した。

○　ＤＯＴは，ＩＡＴＡ運賃協定が，反競争的なものであり，重要な公共の利益に寄与するものではく，重要な運輸上の必要性もないとしている。また，ＩＡＴＡのインターライニングという財がもたらす価値は，ほとんどないとしている
。

○　ＡＣＣＣは，ＩＡＴＡのインターライニングを利用することが可能な航空券を利用している旅客は，全体のうちのわずかであるとしている
。

○　本研究会においては，インターライニングは，他の方法によっても実施することが可能であり，ＩＡＴＡのみが提供できるサービスではないとする意見がある一方，ＩＡＴＡのインターライニングは，他のインターライニングにない独自の価値があると評価する意見もあった。報告書（案）では，これらの意見を踏まえた上で，ＩＡＴＡのインターライニングにそのような価値があるとしても，ＩＡＴＡのインターライニングを維持する上で，ＩＡＴＡ運賃協定が必要不可欠なものであるとはいえないとしているものである。

	○　ＩＡＴＡ運賃には，世界的ネットワークにアクセスできること，利用航空会社の選択や組合せが自由であること，予約・旅程変更の柔軟性が高いこと，区間ごとの搭乗手続，手荷物預け等が不要であることなどの利点があり，これらを確保するには，事前に航空会社間でＩＡＴＡ運賃を取り決めておく必要がある。仮に，ＩＡＴＡ運賃が廃止されると，ＩＡＴＡのインターライニングが提供できなくなり，利用者利便が損なわれる可能性がある。
【太平洋アジア観光協会，日本航空インターナショナル，全日本空輸，日本経済団体連合会】
	○　意見が旅客のＩＡＴＡ運賃の廃止に伴うデメリットとして挙げているのは，ＩＡＴＡ運賃協定（すなわち顧客から収受する対価に係る協定）に対する独占禁止法の適用除外制度の廃止それ自体に伴うデメリットではなく，ＩＡＴＡのインターライニングが無くなった場合のデメリットである。



	○　急な搭載便変更の際，あらかじめインターライニングの運賃についての合意がない航空会社との間で，ＩＡＴＡ運賃を適用することがある。ＩＡＴＡ運賃協定は，どのＩＡＴＡ加盟航空会社も利用できる運賃として，非常に有益なものであり，インターライニングが行われる可能性があるすべての区間及び航空会社とあらかじめ運賃を取り決めることは，現実的に困難である。このため，ＩＡＴＡ運賃が使用できなくなると，一部のインターライニングの需要に対応できなくなり，顧客の利便性を損なう可能性がある。

【日本貨物航空】
○　ＩＡＴＡ運賃が，航空券面上に示され，それで航空会社間の精算が行われる限り，すべての航空会社とのインターライニングが可能なものとなっている。したがって，ＩＡＴＡ運賃を航空券面上で相手方航空会社に示し，一方顧客からは，ＩＡＴＡ運賃より少ない金額を受領する方式が，キャリア運賃の代替策となり，これがＩＡＴＡ運賃の形骸化と指摘される一因となっている。

【太平洋アジア観光協会】


	○　意見が貨物のＩＡＴＡ運賃の廃止に伴うデメリットとして挙げているのは，貨物のＩＡＴＡ運賃協定（すなわち顧客から収受する対価に係る協定）に対する独占禁止法の適用除外制度の廃止それ自体に伴うデメリットではなく，ＩＡＴＡのインターライニングが無くなった場合のデメリットである。
○　意見は，航空会社間の精算の際の基準となる金額を定める必要があることを示しているにとどまり，ＩＡＴＡのインターライニングを維持するために，顧客から徴収する運賃自体を協定する必要があることの論拠を示していない。
○　むしろ，意見は，精算の際に他の航空会社に示す金額と顧客から収受する金額とが異なっていても，ＩＡＴＡのインターライニングが可能であることを示している。したがって，ＩＡＴＡのインターライニングを維持する上で，ＩＡＴＡ運賃協定（すなわち顧客から収受する対価に係る協定）が必要不可欠なものではないことを示している。

	○　大手航空会社は，自らのネットワーク及びアライアンス等パートナーシップを通じ，ネットワークを世界レベルに拡張可能であるが，中小航空会社は，多くの場合，アライアンスにも加盟を認められず，自社ネットワーク以外は，ＩＡＴＡのインターライニングに全面的に頼っている。ＩＡＴＡ協定は，中小航空会社にとって必要不可欠なインフラであり，セーフティーネットでもあるといえる。アジア太平洋地域の多くの小国では，唯一の産業が観光という事例が多いが，いわゆるアジア・ハブからの乗継ぎが当該国へのアクセスの唯一の方法で，ＩＡＴＡインターライニングに大部分を依存している。

【太平洋アジア観光協会】


	○　中小航空会社が，大手航空会社と比べ，アライアンスへの加盟を認められにくく，ＩＡＴＡのインターライニングに全面的に依存するとの点について，そのような制度的な要因があるとは承知していない。また，ＡＣＣＣは，大洋州内の国の航空会社の例を取り上げ，ＩＡＴＡ運賃を利用して当該国に到着した旅客はわずかである（１％以下）としている
。したがって，アジア・太平洋地域の多くの国がＩＡＴＡのインターライニングに大部分依存していることは，実証されていない。


(2) ＩＡＴＡ運賃協定に代わる制度及び移行期間について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　ＩＡＴＡは，新しい方向に向けて動いている。欧州域内では，既に市場価格先導型の自動ＩＡＴＡ運賃算出システムの運用を開始している。日本でも，これを実施する所存である。しかし，これまで関係者が慣れ親しんだシステムを変えるには，時間を要する。この点について，十分な移行期間が設けられるよう配慮いただきたい。

【ＩＡＴＡ】

○　インターライニングを可能とする代替制度を導入するためには，欧米で許容される制度との齟齬の防止の観点も含め，代替制度が国際的に機能するような法制面及びその運用面における考慮が必要である。インフラ整備や諸外国との法制面での調整等が必要となり，新制度導入までに時間を要する場合には，当面の間現行の制度を維持するといった移行措置についても考慮する必要がある。

【全日本空輸】

○　仮に，ＩＡＴＡ運賃協定をＩＡＴＡのインターライニングに使用できなくなる場合は，代替案の策定及びその導入までに十分な猶予期間を設けることが必要である。

【日本貨物航空】
	○　独占禁止法に抵触しない方法で，ＩＡＴＡのインターライニングを維持するために，一定のシステムを構築する必要があり，これを構築するために一定の期間が必要であるということであれば，適用除外制度見直しの方向性が示された後に，新しい制度の実施時期までに一定の猶予期間を設ければ足りるものであって，独占禁止法の適用除外制度の見直し自体をしない理由とはならない。

○　ＥＵにおいて，貨物のＩＡＴＡ運賃協定に係る競争法一括適用除外規則が撤廃された際，ＩＡＴＡ運賃協定に代わるシステムが導入されたわけではない。したがって，ＩＡＴＡのインターライニングを実施する上で，代替システムの導入が必要不可欠であるともいえない。

	○　適用除外制度の見直しに当たっては，実現可能な代替案を十分に検討した上で，ガイドライン等の具体的な指針が示される必要がある。

【日本航空インターナショナル，日本経済団体連合会】


	○　仮に，特定の事業者団体又は事業者が，今後実施する予定の代替案について独占禁止法上の懸念を有している場合には，当該代替案について公正取引委員会に事前に相談し，その上で公正取引委員会が個別に判断すべきものである。そのように，個別に判断することで足りるものであれば，一般的なガイドラインまで示す必要性は必ずしもないと考える。

○　なお，ＥＵ，米国及び豪州とも，ガイドラインを示した上で，競争法の適用除外制度を撤廃し，又は撤廃しようとしているものではない。


(3) その他のＩＡＴＡ協定（連絡運輸協定，代理店協定及びサービス規則協定）について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　ＩＡＴＡ運賃協定以外のＩＡＴＡ協定には，独占禁止法に抵触しない内容が多く含まれていると考えているので，これらについて，適用除外を見直すことに反対ではないが，その内容を独占禁止法に照らし慎重に検討をした上で進めていただきたい。
【日本貨物航空】　
	○　報告書（案）では，これらのＩＡＴＡ協定（連絡運輸協定，代理店協定及びサービス規則協定）は，いずれも，価格その他の取引条件又は重要な競争手段を制約するものではないので，認可された協定の内容をみる限りでは，現状において直ちに独占禁止法上の問題が生ずるものではないと考えられ，これらのＩＡＴＡ協定は，適用除外制度の対象としなくても実施可能なものと考えられるとしている。


(4) 二国間航空協定と独占禁止法との関係について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　二国間航空協定では，キャリア運賃についての指定航空企業間合意が規定されている。他方，独占禁止法は，キャリア運賃についての合意を禁止している。適用除外制度が廃止されると，航空会社は，二国間航空協定上の規定の遵守と独占禁止法の遵守との間の矛盾に直面することとなる。このため，内際の法の不一致という事態となり，著しい混乱が生じる。
【日本航空インターナショナル，日本貨物航空】
	○　報告書（案）では，二国間航空協定上に指定航空企業間合意に関する規定が置かれているからといって，「包括的合意」が存在するだけのときもあることから，必ずしも個別の運賃又はその具体的水準について合意をすることが二国間航空協定上の義務とされているわけではないとしている。また，日英路線のように，二国間航空協定上に指定航空企業合意に関する規定が置かれている場合であっても，当該路線にはキャリア運賃協定が存在していないことから，指定航空企業間合意をすること自体が二国間航空協定上の義務とされていることを意味するわけではないとしている。したがって，内際の法の不一致が生じるとは，基本的には考えにくい。
○　また，報告書（案）では，国際航空協定に関する独占禁止法の適用除外制度の見直しに関して，「国際約束があるものについては，締結国の具体的な要請に基づいて実施されるものに限り，暫定的な措置を採れば足りると考えられる」としている。これによれば，政府間協定が存在し，相手国政府自身が航空会社間の合意の締結及び実施を具体的に要請してきた場合には，それに対応できるような措置を採ることになるから，内際の法の不一致という事態による著しい混乱を避けることができる。


(5) アライアンスに対する個別適用除外制度の導入について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　アライアンス内での提携関係の深化は，アライアンス間競争時代における世界的潮流である。独占禁止法の適用除外制度がなければ，近年のグローバルアライアンスにおける統一運賃の設定，路便調整，収入配分といった提携関係の深化に対応できない。日本においても，アライアンス内の航空会社間での提携に関する包括的な協定について，独占禁止法の適用除外を認めるような制度が必要である。
【全日本空輸】
○　欧米当局は，提携関係に対して競争法の適用除外を認めている。公正な国際競争を確保する観点から，本邦航空事業者が不利な競争を強いられることがないよう配慮すべきである。
【全日本空輸，日本経済団体連合会】

○　多くの国において航空企業に対する外資規制を始めとした様々な制約が存在し，企業結合等を通じた事業効率化・顧客利便の向上が図れない状況下にある。国際航空には自由化が進展する中でも競争法の適用除外を前提とした提携が必要であり，このような国際実態を正確に把握した上で，国として総合的な判断を下さなければ，かえって国民の利益を損なうことになりかねない。すなわち，単に特定の事業者間における競争の実質的制限への該当性の判断にとどまらず，航空政策の観点からの極めて高度な総合的判断が求められる。
【全日本空輸】　
	○　本邦航空会社は，アライアンス内の事業提携について，ＥＵ及び米国の競争法適用除外を認められていないが，現時点で違法に問われているものでもない。

○　現行の国際航空協定に関する独占禁止法の適用除外制度は，特定の路線における協定をその対象としており，アライアンス内の航空会社間の包括的な提携をその対象としているものではない。適用除外制度の対象を現行よりも拡大することは妥当ではない。
○　ＤＯＴは，アライアンスに対する反トラスト法適用除外を認めるに当たっては，オープンスカイ協定が締結され，運賃の設定及び航空会社の参入が自由化されるという状況の下で，アライアンスに加盟する航空会社同士のネットワークが結合することによって全体として競争が促進され，輸送量が拡大し，運賃が低下することになるかどうかを考慮している。このように，利用者の具体的利便という観点から判断しているものであって，意見にあるような他国の航空会社に比べて自国の航空会社が不利な国際競争環境に置かれるかどうかといった点を考慮しているものではない。
○　欧州委員会が新たにアライアンスに対する競争法の適用除外を認めている事実はない。しかし，それによって欧州の航空会社が米国の航空会社に比べて不利な国際競争環境に置かれたといった事態は起きていない。

○　競争を促進することによって航空会社が効率化を図り，高い国際競争力を達成すべきであって，航空会社の国際競争力維持の観点から，アライアンス内の航空会社間の事業提携に関する独占禁止法の適用除外制度を創設することは認められない。

○　2003年（平成15年）３月のＩＣＡＯ（国際民間航空機関）の第５回世界航空運送会議が採択した「DECLARATION OF GLOBAL PRINCIPLES FOR THE LIBERALIZATION OF INTERNATIONAL AIR TRANSPORT」は，国際航空の自由化の進展に伴い，競争法の適用が重要となることを述べている。



(6) コードシェア協定について
	主な意見（概要）
	考え方

	○　コードシェア協定が，独占禁止法に抵触する可能性は低いと考えており，コードシェア協定の適用除外の見直しについて，強く反対するものではないが，見直しを行う場合は，その内容を独占禁止法に照らし慎重に検討していただきたい。
【日本貨物航空】　

○　現行制度が廃止された場合，協定を締結しようとするたびに公正取引委員会に対して別途相談を行うこととなり，速やかな事業体制構築に障害が発生する可能性がある。
【日本航空インターナショナル】
	○　報告書（案）では，コードシェア協定について，価格その他の取引条件又は重要な競争手段を制約するものではないので，認可された協定の内容をみる限りでは，現状において直ちに独占禁止法上の問題が生ずるものではないと考えられ，適用除外制度の対象としなくても実施可能なものと考えられるとしている。

○　報告書（案）にあるとおり，コードシェア協定等は，現状において直ちに独占禁止法上の問題が生じるものではないので，逐一公正取引委員会に事前相談をする必要はなく，自らの判断で実施可能である。


(7) プール協定について

	主な意見（概要）
	考え方

	○　プール協定が独占禁止法に抵触する可能性は低いと考えており，プール協定の適用除外の見直しについて強く反対するものではないが，見直しを行う場合はその内容を独占禁止法に照らし慎重に検討していただきたい。
【日本貨物航空】
	○　プール協定については，日露新航空協定で，プール協定に関する義務が解消されると，プール協定を実施する理由が無くなると考えられるとしている。


(8) その他

	主な意見（概要）
	考え方

	○　独占禁止法の適用除外制度が廃止された場合，航空会社にとって必要なことは「何が独占禁止法に違反する運賃であるか」をあらかじめ見極めることである。このため，適用除外制度の見直しに伴い，運賃の違法類型を例示した独占禁止法の適用基準又はガイドラインを作成することが必要となると思われる。
【個人（有識者）】

	○　報告書（案）にあるように，国際航空には，運賃認可制が存在している。意見は，運賃協定に関する適用除外のほか，国際航空運賃の認可制度見直しに際して検討すべき点としているものであるので，今後留意することとしたい。

○　他方，意見は，国際航空協定に関する独占禁止法の適用除外制度の廃止に伴って，公正取引委員会において独占禁止法についての啓蒙を図ることの必要性を述べているものと理解されるところ，同制度が見直された場合の検討課題として，事務局において参考とすることとしたい。


3 具体的な修文に係る意見
(1) 「第２　国際航空に関する国際的枠組みの形成」について

	主な意見（概要）
	考え方

	第２の２（８頁）
○　２行目「そのため」を「その直後」に変える。
【個人（有識者）】
○　２行目「自らの手で」の「手で」を削除し，「自らの」とする。
【個人（有識者）】
○　10行目以下を次のように変える。

　「ＩＡＴＡは，運賃その他航空運送の運営に必要な重要事項を決定する機関としてTraffic Conference（以下「運送会議」という。）を設置した。運送会議は，更に運賃及びその付帯事項を決定するTariff Coordination Conference（以下「運賃調整会議」という。）と運送手続等を決定するProcedure Conference（以下「手続会議」という。）とに分かれる。運賃調整会議は，世界をＴＣ１（北米，南米地域），ＴＣ２（欧州，アフリカ，中近東地域）及びＴＣ３（アジア，オセアニア地域）の三つの地域に分けたうえ，それぞれの地域にTariff Conference（以下「地域運賃会議」という。）を置き，それぞれの地域内の運賃等について協議し，決定することとした。地域間の運賃等については関係地域間の合同運賃会議で協議し，決定する。運送会議の決定は，出席会員全員一致の賛成によってなされるが，運賃調整会議の表決については，近年における航空会社間の競争激化や利害の対立等を背景にその例外が認められている。

　　なお，手続会議は，連絡運送等の運送手続，航空券等の運送証券，その他運送に付随する事項を協議し，決定するサービス会議（Service Conference）と運送販売の媒介人に適用する規則等を協議し，決定する代理店会議（Agency Conference）に分かれている。」
【個人（有識者）】

	○　意見を踏まえ，次のとおり修正する。

　　「その直後，航空会社は，自らの手で国際団体を組織することが必要と考え」

○　意見を踏まえ，次のとおり修正する。

「ＩＡＴＡは，運賃その他航空運送の運営に必要な重要事項を決定する機関としてTraffic Conference（以下「運送会議」という。）を設置した。運送会議は，更に運賃及びその付帯事項を決定するTariff Coordination Conference（以下「運賃調整会議」という。）と運送手続等を決定するProcedure Conference(以下「手続会議」という。)に分かれる。運賃調整会議は，世界をＴＣ１（北米，南米地域），ＴＣ２（欧州，アフリカ，中近東地域）及びＴＣ３（アジア，オセアニア地域）の三つの地域 に分けた上で，それぞれの地域にTariff Conference（以下「地域運賃会議」という。）を置き，それぞれの地域内の運賃等について協議し，決定する。運送会議の決定は，出席会員全員一致の賛成によってなされるが，運賃調整会議の表決については，近年における航空会社間の競争激化や利害の対立等を背景にその例外が認められている。

なお，手続会議は，連絡運輸等の運送手続，航空券等の運送証券，その他運送に付随する事項を協議し，決定するサービス会議（Service Conference）と運送販売の媒介人に適用する規則等を協議し，決定する代理店会議（Agency Conference）に分かれている。」

	第２の３（９頁）

○　１～２行目「経済的事項を・・・できなかった。」を「実効的な多国間協定は結ばれなかった。」に代える。
【個人（有識者）】

	○　意見のとおり，修正する。


(2) 「第３　国際航空運賃の認可制度と運賃の実態」について

	主な意見（概要）
	考え方

	第３の２(1)ア(ｱ)b(b)（14頁）
○　「ＩＡＴＡ-ＩＴ運賃は，・・・・インターライニングを利用することはできない」となっているが，ＩＡＴＡ－ＩＴ運賃はインターライニング可能であり，訂正・再認識をお願いしたい。
【日本航空インターナショナル】
	○　ＩＡＴＡ－ＩＴ運賃では，経路変更，予約その他の変更が認められていない
。このため，報告書（案）では，ＩＡＴＡ－ＩＴ運賃について，ＩＡＴＡのインターライニングを利用することができないものとしている。



	第３の３(1)ア(ｱ)（17頁）

○　「座席クラスごとの券種内訳を見ると・・・エコノミークラスでは，ＩＡＴＡ（Y，Y2）の占める割合は，1.1%にすぎない。」となっているが，ＩＡＴＡ－ＩＴとＩＡＴＡ－ＰＥＸを加えると，エコノミークラスでも大部分がＩＡＴＡ運賃を利用しており，訂正・再認識をお願いしたい。

【日本航空インターナショナル】

	○　この報告書（案）においては，ＩＡＴＡのインターライニングを維持する上で，ＩＡＴＡ運賃協定が必要不可欠かどうかが重要な論点となっている。このため，報告書(案)では，エコノミークラスにおける，ＩＡＴＡのインターライニングの利用を考える上で最も重要な普通運賃（Ｙ，Ｙ２）の内訳を記載しているものである。したがって，ここでＩＡＴＡのインターライニングを利用することができないＩＡＴＡ－ＩＴを含めた割合に言及することは意味がない。

○　報告書（案）の図表２にあるとおり，ＩＡＴＡ－ＰＥＸとＺＯＮＥ－ＰＥＸ，ＩＡＴＡ－ＩＴとキャリアＩＴの内訳が不明であるところ，意見は，図表２に代わり得るような客観的なデータを根拠とともに示しているわけではないこと，公正取引委員会が行ったヒアリングにおいて，需要者から「航空券(ＩＴ運賃)のほとんどは，キャリア運賃」である旨の指摘がなされている
ことから，「エコノミークラスでも大部分がＩＡＴＡ運賃を利用している」とまではいえない。



	第３の３(1)ア(ｲ)a(b)（19頁）
○　ビジネスクラス運賃では，すべての航空会社又は路線においてキャリア運賃が設定されていないため，仮にフレックスフェアが導入された場合，その基準が現行のＩＡＴＡ運賃となり，さらに付加価値分がプラスされることとなると，現行のＩＡＴＡ運賃より高い運賃とならないかが懸念される。

【個人】

	○　意見を踏まえ，本文19頁の脚注を次のとおり修正する。

　　脚注

　　　「ビジネスクラスでは，一部の路線において，航空会社が日本発のキャリア運賃を設定していない場合もある。例えば，東京と上海を結ぶ路線においては，ＪＡＬ，ＡＮＡ及び中国東方航空はキャリア運賃（Ｃ）を設定していない。しかし，この路線について，ノースウェスト航空はキャリア運賃（Ｃ）を設定している。他の路線のビジネスクラス運賃は，資料５を参照」

	第３の３(2)ア(ｱ)（22頁）

○　「航空貨物運送協会も，危険物・生動物，あるいは現地に代理店を置いていないような遠隔地への輸送等には，ＩＡＴＡ運賃が適用され，その割合はおよそ５％程度であるとしている。」に改めていただきたい。

（理由）６月８日のヒアリングにおける，当協会発言の趣旨に合わせるため。
【航空貨物運送協会】
	○　意見を踏まえ，次のとおり修正する。

「航空貨物運送協会も，危険物又は生動物脚注の輸送，あるいは現地に代理店を置いていないような遠隔地への輸送等には，ＩＡＴＡ運賃が適用される場合もあり，その割合はおよそ５％程度であるとしている。」
脚注
「「せいどうぶつ」と読む。生きた動物のことをいう。」

	第３の３(2)イ（24頁）
○　少なくとも，邦人航空会社３社については，既に距離帯別のフュエルサーチャージに改めている事実を反映できるような記述にしていただきたい。
（理由）ＪＡＬは昨年10月から，ＮＣＡは今年９月から，またＡＮＡも今年10月から距離帯別の制度に改正済みのため。
【航空貨物運送協会】

○　2006年（平成18年）までの実績を基に「一部において方面別に設定されている例を除くと，貨物の輸送距離に比例するように設定されていない」とあるが，当社は，2007年（平成19年）９月より距離制の燃油サーチャージを適用している。
【日本貨物航空】
	○　意見を踏まえ，次のとおり修正する。

「旅客と異なり，貨物の輸送距離に比例するように設定されていない。ただし，本邦航空会社は，最近になって方面別に設定するようになってきている脚注。」

　　脚注
　　「ＪＡＬは2006年（平成18年）10月，ＮＣＡは2007年（平成19年）９月，ＡＮＡは同年10月から，方面別に燃油サーチャージを設定している。」



(3) 「第５　諸外国における競争法適用除外の見直し等の動向」について
	主な意見（概要）
	考え方

	第５の１(1)（30頁）

○　３行目「（1997年４月実施）」を「（1993年１月実施，1997年４月完全実施）」に代える。
【個人（有識者）】
○　７行目「統合は，完了することとなった。」を「自由化は完成することとなった。」に代える。
【個人（有識者）】
	○　意見のとおり，修正する。
○　意見のとおり，修正する。


	第５の２(1)（33頁）
○　５行目「その後，米国は，一時自由化交渉に消極的となったが，」を「その後，米国は，交換地点の不均衡を理由に，これら新たな二国間航空協定の締結には消極的となったが，」に代える。
【個人（有識者）】
○　６行目「航空自由化の必要性を認識するようになり，」を「更なる航空自由化の必要性を認識するようになり，」に代える。
【個人（有識者）】
	○　意見のとおり，修正する。
○　意見のとおり，修正する。



(4) 「第６　国際航空に関する競争政策上の課題」について
	主な意見（概要）
	考え方

	第６の１(1)ア(ｱ)b(a)ⅱ（40頁）

○　「ＩＡＴＡのインターライニングが可能な航空券を販売する場合であっても，旅行会社に販売奨励金を提供し，必ずしもＩＡＴＡ運賃額全体を収受していないという実態が・・・ＩＡＴＡ運賃協定が必要不可欠なものであるとは考えられない。」となっているが，販売奨励金は販売する航空会社が旅行会社に対して販売促進上支払うものであり，その場合にもインターライニングはＩＡＴＡ運賃額で精算され，利用者はインターライニングの便益が享受できることから，ＩＡＴＡ運賃協定の公益性と販売奨励金は何の関連もないので，訂正・再認識をお願いしたい。

【日本航空インターナショナル】

	○　航空会社間の精算がどのように行われるかではなく，航空会社が顧客から実質的に収受する運賃とＩＡＴＡのインターライニングとの関係こそが問題であるから，販売奨励金について検討することは当然である。

○　報告書（案）に対するパブリックコメントに寄せられた意見には，「ＩＡＴＡ運賃が，航空券面上に示されており，それで清算が為される限り，総ての航空会社とのインターライニングが可能な制度と成っている。ＩＡＴＡ運賃を航空券面上相手方航空会社に示し，一方顧客からはＩＡＴＡ運賃より少ない金額を受領する方式（自社取り分を減じる）がキャリア運賃の代替策となり，これがＩＡＴＡ運賃形骸化と呼ばれる一因となっている」旨を指摘するものがあった。これは，精算の際に他の航空会社に示す金額と顧客から収受する金額とが異なっていても，ＩＡＴＡのインターライニングが可能であることを示している。

	第６の１(1)ア(ｱ)b(c)（41頁）
○　「ＩＡＴＡ運賃協定の目的は・・・ＩＡＴＡ運賃協定には，ＩＡＴＡインターライニングを利用することができないＩＡＴＡ－ＩＴ運賃も含まれている」となっているが，ＩＡＴＡ－ＩＴはインターライニング可能であり，訂正・再認識をお願いしたい。

【日本航空インターナショナル】
	○　ＩＡＴＡ－ＩＴ運賃では，経路変更，予約その他の変更が認められていない。このため，報告書（案）では，ＩＡＴＡ－ＩＴ運賃について，ＩＡＴＡのインターライニングを利用することができないものとしている。


	第６の１(1)ア(イ)a(b)（42頁）

○　「インターライニングの対象となる貨物は，我が国からの直行便ネットワークが十分でない，例えば中南米・中近東・東欧・アフリカなどの地域向けの航空貨物で，JALのデータによると，そのような貨物が全体の8.7%を占めている。これを，重量に換算すると，年間約10万トン，一日当たり300トン弱の航空貨物がインターライニングされているものと推計される。」という一文を，(b)の適当な箇所に挿入していただきたい。

（理由）６月８日のヒアリングにおいて，当協会は，インターライニングの対象となる貨物にはどのようなものが，どの程度あるのか，説明したところであり，その発言の趣旨をもう少し丁寧に記述していただきたい。
【航空貨物運送協会】
○　２行目の「動物等」を「生動物等」に，本文３行目の「これらの貨物」を「これらの貨物およびインターライニングされる貨物」に，また，本文４行目の「ＩＡＴＡ運賃は」を「認可運賃であるＩＡＴＡ運賃は」に，改めていただきたい。

（理由）６月８日のヒアリングにおける，当協会発言の趣旨に合わせるため。

【航空貨物運送協会】

	○　意見を踏まえ，修正する。ただし，この部分は，ＩＡＴＡ運賃について記述しているものであるのに対し，意見は，ＩＡＴＡのインターライニングによるものか，それ以外のインターライニングによるものかが明らかでないので，本文への挿入ではなく，脚注として追加する。また，意見にもあるとおり，2007年（平成19年）５月25日の本研究会会合の資料１のデータは，「日本航空データ」とされており，日本発着貨物すべてに係るデータではないので，当該資料における「インターライン比率」を本文が挙げる「５％」を補正するものと位置付けることはできない。このため，追加する内容は次のとおりとする。

脚注

　　　「また，インターライニングの対象となる貨物は，我が国からの直行便ネットワークが十分でない，例えば中南米，中近東，東欧，アフリカなどの地域向けの航空貨物であるとしている。」
○　意見及び2007年（平成19年）６月８日の発言の趣旨を踏まえ，次のとおり修正する。

「国際航空貨物では，ほとんどの場合は実勢運賃が適用されるものの，
約５％（危険物，生動物等）の貨物には認可運賃であるＩＡＴＡ運賃が

適用されている。ＩＡＴＡ運賃協定が廃止されるのであれば，現在ＩＡ

ＴＡ運賃が適用されているこれらの貨物が，確実に目的地に到達できる
代替的な仕組みが必要であるとの主張がある。」

	第６の１(1)ア(イ)b(a)（43頁）
○　「貨物のＩＡＴＡ運賃協定も，ＩＡＴＡのインターライニングを維持するために必要不可欠なものであるとはいえず，・・・・旅客以上に乏しいものと考えられる。」という箇所を削除していただきたい。
（理由）研究会が，ＩＡＴＡ運賃協定は，インターライニングに必要不可
欠なものではないと結論付けた根拠は，

①現在，航空会社に実勢運賃しか支払っていなくても，インターライニングが行われていること，

②先行したＥＵでもインターライニング上の問題は生じていない，
との２点である。

インターライニングに参加した複数の航空会社間で，運賃を適正に配分するための現行ＩＡＴＡ運賃協定に代わる，新しい代替システムが全く示されていない。このため，ユーザーにとって，ＩＡＴＡ運賃協定を無くしても，これまで同様に，円滑で迅速なインターライニングサービスが提供できるような新システムを構築できるのか，説得力のある論拠が示されているとは言い難い。
【航空貨物運送協会】
	○　独占禁止法の適用除外制度は，自由経済の下ではあくまでも例外的な制度であるので，その必要性について十分な具体的論拠が現に存在しない限り，維持すべきではない。

○　報告書（案）は，貨物のＩＡＴＡ運賃協定がＩＡＴＡのインターライニングを維持するために必要不可欠なものであるといえない理由を具体的に提示している。これに対し，意見は，貨物のＩＡＴＡ運賃協定が無くなることで，国際輸送ネットワークが維持できなくなるという具体的例証を提示していない。

○　独占禁止法に抵触しない新たな枠組みの要否及びその内容は，当該枠組みを導入しようとする側において検討されるべきものである。

○　なお，ＥＵにおいて，貨物のＩＡＴＡ運賃協定に係る競争法適用除外制度が撤廃された際，ＩＡＴＡ運賃協定に代わるシステムが導入されたわけではない。したがって，ＩＡＴＡのインターライニングを実施する上で，代替システムの導入が必要不可欠であるともいえない。



	第６の１(1)イ(ｲ)（43頁）
○　「これらの協定は，いずれも航空業界共通の統一基準・様式・手続き等として通用しており，円滑で迅速な国際輸送に必要不可欠であることから，従来同様に独占禁止法の適用除外としておくことが望ましい。」

に置き換えていただきたい。

（理由）その他ＩＡＴＡ協定の中には，容積換算率・裏面約款・運賃清算規則など，航空輸送業務に必要不可欠なルールを定めたものが多いが，独占禁止法の適用除外が認められなくなると，航空会社ごとに別々のルールに分散するおそれがあり，円滑で迅速な国際航空輸送業務に支障が生じると懸念する。

【航空貨物運送協会】
	○　報告書（案）では，これらのＩＡＴＡ協定（連絡運輸協定，代理店協定及びサービス規則協定）は，いずれも，価格その他の取引条件又は重要な競争手段を制約するものではないので，認可された協定の内容をみる限りでは，現状において直ちに独占禁止法上の問題が生ずるものではないと考えられ，これらのＩＡＴＡ協定は，適用除外制度の対象としなくても実施可能なものと考えられるとしている。したがって，直ちに航空会社ごとに別々のルールに分散するおそれがあるとはいえない。

○　現に豪州では，2007年(平成19年)５月末に，ＩＡＴＡ貨物サービス規則システム協定及びＩＡＴＡ貨物代理店システム協定が豪州競争法の適用除外の対象から外れているが，航空会社ごとにルールは分散していない。


別紙２








※賛成意見には，それに対する考え方を示していない。
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